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1．研究の背景・目的
近年コミュニティ形成の必要性に対する意識
が高まっているが一般の分譲マンションにおい
ては、コミュニティを育む機会、つまりコミュ
ニティ活動1はなかなか活性化していない2。一
方で「コミュニティ」を商品企画に盛り込んだ分
譲マンションが近年増加し、デベロッパーがコ
ミュニティ活動の場となる共用施設と、イベン
トを始めとした活動支援サービス、さらに入居
後のコミュニティ運営の外部委託業務といった
コミュニティ活動の導入までを企画し管理組合
に引き継ぐ、言わばコミュニティのきっかけづ
くりをデベロッパーが担い始めている。
本研究では①分譲マンションにおいてどのよ
うな共用施設がデベロッパーによって企画され
ているのか②竣工後の共用施設でどのようなコ
ミュニティ活動が行われているのか③デベロッ
パーの企画した共用施設を管理組合の理事長が
1	 本研究におけるコミュニティ活動とは、「デベロッパーが分譲時に共用施設に付随して設定するイベント、その他活動のうち数名複での参
加を前提としたもの」と定義し、単独利用や特定の共用施設を利用しないことを前提としたクリーニングの取り次ぎサービスなどはソフト
サービスに含まないものとする。
2	 三井不動産レジデンシャル株式会社が主催するサステナブル・コミュニティ委員会が同社グループにて管理を行っている関東エリアのマ
ンション約1600棟の管理組合を対象としてマンション・コミュニティに関するアンケート調査を実施（調査期間2013年11月〜2014年1月	回
答数691棟）したところ、約6割のマンションでコミュニティ形成に関してのマンション内の活動が「特にない」と回答した。
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どのように評価しているのかを調査し、企画と
実際の利用方法のギャップを明らかにすること
を目的とする。
集合住宅におけるコミュニティ活動に関する
研究として、公的賃貸住宅においては既に多く
の研究がなされているが、分譲マンションにお
ける共用施設とコミュニティ活動に関する先
行研究については、共用施設の利用状況に着
目した「大阪市における超高層マンションの共
用施設の利用と評価－超高層マンションの居住
者意識と共用施設に関する研究－」（伊藤	2009）
や、入居後の共用施設とコミュニティ活動に
着目した「相互支援意識構築に向けたマンショ
ン内コミュニティに関する研究－マンション内
共用施設・共同活動の実態調査を通して－」（中
西	2009）などが挙げられる。また入居前のデベ
ロッパーの企画に着目した研究としては「民間
分譲マンションの共用空間の変遷－分譲型集合
住宅における平面構成についての考察」（石原
2013）がある。一方で共用施設とコミュニティ
活動に着目して入居前のデベロッパーの企画と
入居後の住民による実際の使われ方を併せて複
数の事例を調査した研究はなく、その点におい
て本研究の独自性があると考える。
2．研究の方法
本研究では大阪府、京都府、兵庫県で供給さ
れた300戸以上3の民間分譲マンションを対象に
調査を行った。
対象マンション抽出のために民間の不動産検
索サイト4から247件のリストを作成した。その
後現在すでに入居を開始している242件のマン
ションの管理組合理事長にアンケートを送付し
52件の返信を得た。また、共用施設の利用に
関するヒアリング5を行うために、242件のマン
ションの管理組合理事長に調査の協力を依頼し、
19件の協力を得ることができた。（19件のうち
14件はアンケート調査対象と重複している。）今
回の調査では共用施設の稼働状況など管理組合
運営に深くかかわっていないと回答できない設
問も多いため、回答対象を理事長とした。アン
ケート調査・ヒアリング調査対象のマンション
の所在地内訳及び竣工年はTable	1、Fig.	 1のと
おりである。
Table 1　マンション所在地内訳（アンケート・ヒアリング）
アンケ トー ヒアリング
大阪府
① 大阪市内 22 7
② 北摂（吹田市・高槻市・豊中市・宝塚市・伊丹市） 13 5
③
東大阪
（東大阪市・八尾市・寝屋川市・枚方市・
摂津市・守口市・門真市）
3 2
④ 南大阪（堺市） 8 2
兵庫県
⑤ 神戸市内 5 3
⑥ 阪神間（西宮市・尼崎市） 1 0
Fig. 1　竣工年内訳（n=52）
3	 勝又ら（勝又	2014）の調査によると分譲マンションの総戸数が増える程設置される共用施設も増え、300戸以上になるとスポーツルームや
託児所など共用施設の種類にバリエーションがでてくることから本研究では共用施設の数・種類が豊富であると想定される300戸以上の大
規模マンションを調査対象とする。
4	 長谷工マンションライブラリやHOME’S等複数の不動産検索サイトから調査した。
5	 ヒアリング調査は、アンケート調査未回収のマンションには、Table	2の内容をヒアリングした上で、理事会の運営状況、共用施設の利用
に関するルール制定の経緯、共用施設で行われているコミュニティ活動の活動経緯などアンケート調査の回答を深堀するために行った。
94
Journal  of  Policy  Studies   No.53  (March  2017)
アンケートは①マンションの管理状況・入居
実態に関するもの②共用施設の利用状況に関す
るもの③理事長のコミュニティ活動に対する関
心に関するものの3部構成とした（Table	2）。な
お入居実態やコミュニティ活動の状況は理事長
の評価によるものである。
Table 2　アンケート内容
マンションの管理状況
入居実態に関するもの
共用施設の利用状況に
関するもの
理事長のコミュニティ
活動に対する関心に
関するもの
理事長の任期 利用頻度 コミュニティの活発度
総会の出席率 予約が必要か コミュニティの必要性
管理形態 利用料が必要か 住民と管理組合の関わり方
管理会社の変更有無 外部利用ができるか 管理組合への外部委託
自治会への参加 コミュニティ活動について 外部企業への業務委託
コミュニティ活動費の徴収 ・発案者
空室率 ・参加費の有無
賃貸率 ・予約の有無
子育て世帯率 ・開始時期
高齢者世帯率 ・外部参加の可否
3．調査結果
アンケート調査・ヒアリング調査の結果、特
に①理事長の任期②コミュニティ活動の担い手
③個人情報保護の3点においてコミュニティ活動
との密接な関わりが見えてきた。以下それぞれ
について述べていく。
3.1　入居実態－理事長の任期
アンケート調査では半数以上のマンションで理
事長の任期が2年との回答を得た。また、ヒアリ
ング調査では、19件中11件が任期2年、7件が任期
1年、1件はもともと期間の定めが無く大規模修繕
等の工事のタイミングで理事長が変わらないよ
う、交代のタイミングは理事長が判断し、平均し
て4〜6年程度で交代しているとのことであった。
ヒアリング調査の中で任期を1年と定めている理
事長全員が、「1年という任期はコミュニティ活動
など新たなことを始めようとするには短すぎる」
と答えている。一方で、なぜ期間を2年に延長す
るよう管理規約を変更しないのかという問いにつ
いては、理事長の成り手の確保が難しい中で次の
理事長の負担を増やすようなことはできないと答
える理事長が多かった。現在国土交通省が出して
いる標準管理規約では、理事長の任期については
空欄になっている。現状、理事長の任期を含めた
管理規約の作成については竣工時に管理を担当
する管理会社、また管理会社を選定するデベロッ
パーに委ねられている。コミュニティ活動を継続
させるためには安定した運営基盤が必要であり、
理事長の任期を2年以上に設定する、もしくは、
ヒアリング調査の中で複数のマンションでみられ
たように前理事長を顧問の形で理事会のメンバー
に組み入れるなど理事長の活動が単年度で終わら
ない仕組みを作っていくべきであろう。
また、期間の定めはあるものの、特定の理事長
が複数期連続して理事長を務めているマンション
も、特に①入居後直後期（管理組合立ち上げ時）と
②大規模修繕工事期（概ね築30年程度）で見られ
た。いずれも、コミュニティ活動や工事状況が安
定することを目的としている。現在、管理規約で
定められた理事長の任期を変更するためには特別
多数決議（区分所有者数および議決権数の各4分の
3以上）が必要とされ、改正のハードルが高くなっ
ている。また多選について禁止する（連続2期まで
など）規約があるマンションも存在する。もちろ
ん多選による運営の不透明化などの弊害も存在す
るが、コミュニティの安定化のために特定の時期
（管理組合立ち上げ時など）に理事長を同じ人が一
定期間務めることは、その後の管理組合運営にお
いて一定のメリットがあると考える。それぞれの
マンションのコミュニティ活動状況に応じて理事
長の任期を柔軟に変更できる仕組み作りや、多選
に関するルールを事前に定めておく必要があるだ
ろう。
3.2　入居実態－コミュニティ活動の担い手
アンケート調査において、自治会の加入状況に
ついても8割を超えるマンションで単独自治会の
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設置もしくは地域の自治会に戸別単位で加入して
いるといった状況が明らかとなった（Fig.	2）。
Fig. 2　自治会の状況（アンケート）
一方、ヒアリング調査でも19件中17件が自治会
を単独で設置もしくは戸別単位で加入していると
の結果を得た。しかしながら17件のマンションの
うち、管理組合としてコミュニティ活動を行って
いるマンションは3件にとどまり、残り14件につ
いては自治会がコミュニティ活動を担っていると
の回答を得た。さらに14件中11件については管理
組合と自治会の交流もなく、管理組合はマンショ
ン資産の維持管理・自治会はコミュニティ活動と
役割を完全に分離している。自治会は管理組合と
は異なり加入が任意である。その結果、加入者が
夏祭りなどのイベントを目的とした子どもがいる
世帯に偏るなど、マンション全体のコミュニティ
活動の担い手としては不十分な組織であるといえ
よう。こういった加入者の偏りを防ぐべく、管理
組合からコミュニティ活動の業務を自治会に委託
するといったマンションも1件見られたが、マン
ション資産の維持管理のために徴収している管理
費をコミュニティ活動に支出するためには総会の
決議を経る必要があり、賛同を得るのは難しいと
いった意見もあり、今般の標準管理規約からのコ
ミュニティ条項の削除がそれらの意見に拍車をか
けている現状がみられた。管理組合と自治会いず
れの組織がマンションにおけるコミュニティ活動
の担い手となるべきかについては引き続き調査を
重ねていきたい。
3.3　入居実態－個人情報保護
アンケート調査から、竣工時に入居者名簿を
作ったものの、その後個人情報の取り扱いが厳し
くなったことで入居者名簿の更新を行うことがで
きていないといった回答があった。さらにヒアリ
ング調査を進めたところ、個人情報保護を理由に
理事会の連絡網の作成すらままならないマンショ
ンも見られた。一方自治会と管理組合の連携がと
れているマンションでは、自治会の中の老人会で
得た独居老人の情報を管理組合にフィードバック
するなどの取り組みを行っている。また、マン
ションにおける「個人情報」の定義も曖昧であり、
ある住民Aから別の住民Bに連絡を取りたいと理
事長に申し出があった場合、部屋番号なら教えて
もいいのかなど明確なルールがなく、どうしても
管理会社経由にならざるを得ず、コミュニティの
希薄化につながっているとの声もあった。マン
ション内でコミュニティ活動を行う上でも、どの
ような属性の人が居住しているか把握することは
重要であり、今後対策が必要であると考える。
3.4　共用施設の利用状況（アンケート調査より）
アンケート調査の結果に基づき、各マンション
に設置されている共用施設を8グループに分類し
た（Table	3）。ほぼ全てのマンション（51件）で集
会室が設置されている。また運動施設・趣味施
設（団体）6ではマンションごとの特色を出すため、
デベロッパーによって多様な施設が企画されてい
る。次にアンケート調査の中で利用頻度を、◎週
6	 趣味施設（団体）とは趣味活動のための共用施設のうち主に団体で使用することを前提としたものを指す。本調査ではシアタールーム・
ギャラリースペース・バーベキュー施設・田んぼ・畑・茶室・ログハウス・カラオケ・スタジオ・工作室が該当する。
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に5日以上つかわれている（4点）○週に3日以上使
われている（3点）△週に1日程度使われている（2
点）×ほとんど使われていない（1点）の4段階で回
答してもらった。平均得点で見ると、多くの共用
施設が週3日以上使われていることが分かる。ま
た、それぞれの共用施設の利用にあたって、事前
の予約が必要かどうかを併せて調査した（Table	3
回答数－事前予約要・回答数－事前予約不要）。
以下、特徴的な共用施設の利用状況について述べ
ていく。
（ⅰ）集会室・キッチン付集会室
集会室・キッチン付集会室は平均得点で見ると
同程度の数値であるものの、得点分布（Fig.	3）を
見ると、集会室が週に1日程度使われているマン
ションと週に3日以上使われているマンションの
二極化傾向にあるのに対して、キッチン付集会室
は設置されている多くのマンションで平均的に週
3日以上使われているという結果がでた。キッチ
ン付集会室が設置されているマンションでは利用
頻度に大きな差は無いが、集会室は設置されてい
るマンションによって活用できているマンション
と活用できていないマンションに大きく分かれて
いる。
（ⅱ）キッズルーム
キッズルームは平均して週3日以上使われてお
りさらに、多くのマンションでは週5日以上利用さ
れている利用頻度の高い共用施設である（Fig.	3）。
一方で竣工後5年以上経過しているマンションの
中には既に利用頻度が1日程度まで落ち込んでい
る事例もあり、今後子どもが成長するにつれてさ
らに利用頻度が落ちることが予想される。
Table 3　共用施設種類別平均利用頻度得点
グル プー 共用施設名
設置数
（内利用頻度
回答数）
平均得点 回答数ー事前予約要
回答数ー
事前予約不要
Ⅰ 集会施設
集会室 51(44) 2.8 48 1
キッチン付集会室 25(24) 2.7 22 1
Ⅱ 子育て支援施設
キッズルーム 21(20) 3.1 6 13
保育施設 2(1) 4.0 1 0
Ⅲ 公園空間 公園 33(28) 3.5 2 25
Ⅳ 日常生活支援施設
温泉 1(1) 4.0 0 1
ミニショップ 5(4) 4.0 0 3
カフェ 3 3.7 0 3
ゲストルーム 27(25) 2.6 25 1
テレビ室 1(1) 3.0 1 0
Ⅴ 運動施設
プール 3(2) 2.5 0 2
フィットネス 4(3) 3.0 2 1
テニスコー ト 2(2) 2.5 1 0
バスケットコー ト 1(1) 3.0 1 0
体育館 1(1) 4.0 1 0
ゴルフスタジオ 1(1) 3.0 0 1
卓球室 1(1) 3.0 1 0
Ⅵ 趣味施設（個人）
自習室 2(2) 3.0 1 1
ＰＣルーム 2(2) 3.0 1 1
ライブラリー ルーム 6(6) 2.5 2 3
Ⅶ 趣味施設（団体）
シアター ルーム 12(12) 2.8 11 1
ギャラリー スペ スー 1(1) 2.0 1 0
バーベキュー 施設 4(2) 4.0 2 0
田んぼ・畑 2(1) 2.5 0 1
茶室 2(1) 4.0 2 0
ログハウス 1(1) 2.0 1 0
カラオケ 5(4) 3.0 4 0
スタジオ 3(3) 2.0 2 1
工作室 3(3) 2.0 2 1
Ⅷ ペット施設
グル ミーング室 2(2) 3.0 0 2
ドッグラン 2(1) 3.0 0 1
(点)(点)
Fig. 3　利用頻度得点
3.4.1　共用施設の予約
共用施設を予約が必要もしくは不要で分類する
と、約7割（140件）の共用施設で事前の予約が必要
となる。共用施設の利用頻度と予約の必要・不
要であるかについて相関関係があるかカイ二乗
検定を行った結果、有意であることが分かった
（x2=40.2、df=3、p<0.01）。
また共用施設別に予約の有無を見ていくと、集
会施設の利用にはほぼ予約が必要となる。これは
後述するソフトサービスが主に集会施設で実施さ
れていることによると考えられる。
一方施設の利用が有料・無料のいずれであるか
と利用頻度の間には有意な差は見られなかった。
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3.4.3　コミュニティ活動の実態
（ⅰ）コミュニティ活動内容
アンケートで回答があった159件のコミュニ
ティ活動を笹倉（2016）の分類にならい「子ども向
けイベント」「サークル活動」「祭り」「その他」の4種
類に分類した（Fig.	5）。
避難・ 防災訓練 19
清掃 3
歳末警戒 2
葬儀 1
市場 1
打ち水大会 1
健康相談室 1
イルミ ネーショ ン 1
バス旅行 1
花の植え替え 1
その他内訳
Fig. 5　コミュニティ活動内容内訳・内容比較
その他のうち約半数は避難・防災訓練であり、
清掃・管理関係など管理組合以外に組織を作って
活動しているマンションも見られた。また1件で
はあるが区分所有者の葬儀を行っていると回答し
たマンションも見られた。
また、分譲時にデベロッパーが準備しているコ
ミュニティ活動メニューの内訳（笹倉	2016）に対
して入居後に行った本調査では「祭り」・「その他」
の割合が増加していることから、もともとデベ
ロッパーが設定していたコミュニティ活動に加え
て、入居後「祭り」や避難・防災訓練を中心とする
「その他」のコミュニティ活動が追加されているこ
とが明らかとなった。
3.4.2　共用施設の外部利用
52件のマンションの内、入居者以外でも利用で
きる施設を保有するマンションは32件と全体の6
割を超えた。また32件に設置されている共用施設
のうち外部の人でも入居者が同伴していれば利用
できるものは総共用施設199件の内約3割（63件）に
のぼった。これらの内訳を見ていくと集会室が一
番多く次いで公園、キッチン付集会室となる。一
方で数は少ないがキッズルームやシアターなども
外部利用できるようになっているマンションも見
られた（Fig.	4）。近年のマンションの多くは、セ
キュリティを販売上のPRポイントとしており、
デベロッパーが分譲時から集会施設や公園施設以
外の外部利用を許可していたとは考えにくい。管
理会社に規約変更を行い共用施設の外部利用がで
きるようにした事例が無いか聞いたところ、利用
率が低下したため、マンションの駐車場の管理規
約を変更し、もともと住民のみが利用できた駐車
場を外部利用もできるように変更するマンション
が増えているという。今回の調査で分かった外部
利用ができる共用施設の中でも、デベロッパーの
設定によって住民のみが利用できた共用施設を、
入居後住民が管理規約を変更し外部利用できるよ
うにしたものもあると考えられ、引き続き調査し
ていきたい。
 
Fig. 4　外部利用可能な共用施設内訳
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（ⅱ）コミュニティ活動への外部参加
コミュニティ活動に外部参加が可能かどうか調
査したところ、約4割（57件）のコミュニティ活動
に外部参加できることが明らかとなった。また、
内容別で見ていくと、サークル活動・祭りではほ
ぼ半数で外部参加できる（Fig.	6）と回答されてお
り、マンション内のコミュニティ活動が地域にも
開放されていることが明らかとなった。このこと
は、マンションにおけるコミュニティ活動が、マ
ンション内だけで完結するのではなくマンション
と地域間でのコミュニティ形成にも繋がる可能性
を示しているといえよう。
Fig. 6　コミュニティ活動への外部参加の可否
3.4.4　コミュニティ活動と共用施設
Table	4は共用施設ごとのコミュニティ活動の
実施数を表したものであり、圧倒的に集会施設で
多くのコミュニティ活動が行われている。3.4共
用施設の利用状況の調査から、マンションには多
種多様な共用施設が供給されていることが分かっ
たが、本調査結果からコミュニティ活動の場とし
てはほぼ集会施設のみが活用されていることが明
らかとなった。
Table 4　1共用施設あたりのコミュニティ活動実施数
設置数 コミュニティ活動実施数
平均
コミュニティ
活動数
コミュニティ
活動数
期待値
集会施設 76 82 1.08 29.86
子育て支援施設 23 16 0.26 9.04
公園施設 33 27 0.82 12.97
日常生活施設 36 1 0.03 14.14
運動施設 12 5 0.42 4.71
マンション全体 52 6 0.12 20.42
エントランス 52 3 0.06 20.42
廊下 52 2 0.04 20.42
平均 42 16.50 0.35
x2値 161.20
ｐ値 0.00
一方で、近年設置が増えている趣味施設（団体）
などではコミュニティ活動が開催されていない現
状から、用途を限定してしまう共用施設ではそれ
に付随されるコミュニティ活動も限定されてしま
うために、コミュニティ活動の場となりにくいと
考えられる。
また、アンケートの回答の中にはマンション自
体の共用施設ではないものの、地域の中学校のグ
ラウンドを借りて運動会を行っているといった回
答も見られた。外部利用が可能な共用施設や外部
参加可能なコミュニティ活動も一定数見られるこ
とから、共用施設やコミュニティ活動の地域との
相互利用の可能性が見られた。
3.4.5　コミュニティ活動の発案者
発案者については7割（129件）以上が住民発案で
あり、各コミュニティ活動のうち半数以上（107
件）が入居後にスタートしている（Fig.	7）。入居前
にデベロッパーが設定したコミュニティ活動だけ
は不十分であり竣工後住民主体のコミュニティ活
動が生み出されている事が明らかとなった。また
入居時に既に住民によって設定されていたコミュ
ニティ活動36件のうち5件はコミュニティ活動の
運営会社7によるサポートを受けていた。
7	 笹倉（2016）ではコミュニティ活動の運営会社は「管理組合と契約を締結し、管理組合は管理費と一緒に運営費用（戸あたり500円程度）を居
住者から徴収し、運営会社に支払う。管理組合がイベントやサークルの運営主体となるが、実態は運営会社がソフトサービスの募集・企
画・運営を管理組合に代わって行っている」としている。
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コミュニティ活動の
発案者
コミュニティ活動
の開始時期
Fig. 7　コミュニティ活動の発案者と開始時期
3.4.6　コミュニティ活動の外部委託
ヒアリング調査において竣工時にコンサルタン
ト型（笹倉	2016）のコミュニティ活動の運営会社
のサポートを受けた3件のマンションにその後の
状況を聞いたところ、内2件は竣工後1年以内に、
もう1件についても契約更新することなく2年の契
約満期をもって解約していることが明らかとなっ
た。笹倉（2016）の調査でコミュニティ活動の運営
会社にヒアリングを行った際には、「運営会社で
は管理組合の自立のために運営サポートの期間を
2年程度と区切っているものの、現在受託してい
る運営サポートのうち約半数が管理組合側の要望
による2年を過ぎての運営サポートである」と、管
理組合としてコミュニティ活動を自立させたいけ
れども運営会社のサポートから抜け出せない管理
組合も多数いる状況の中、今回ヒアリング調査を
行った3件に関しては運営会社の狙い通りの期間
での外部委託終了であると言えよう。
一方、今回ヒアリング調査を行って3件の主な
解約の理由としては、費用が高額であること（戸
あたり500円程度）が1番に挙げられている。また、
「コミュニティ活動は企画・運営の段階から始
まっており、準備も含めて管理組合で行うことに
意味がある」と、コミュニティ活動の外部委託に
対してそもそも否定的な意見が見られており、運
営会社の言う「管理組合の自立」が完了した結果と
いうよりも、金銭的な問題やコミュニティ活動の
考え方の違いが契約終了の理由と見られる。
しかしながら3件中2件のマンションでは、コ
ミュニティ活動の運営会社が入っている頃から
行っている、花見や夏祭りなどのコミュニティ活
動を、運営会社を解約した後も継続して実施して
いる。「運営会社がいなければ、コミュニティ活
動の立ち上げがもっと遅かっただろう。きっかけ
づくりとしてはありがたかった。」と答えた理事長
もコミュニティ活動のきっかけづくりとしては役
立つと言えよう。また、このコミュニティ活動の
外部委託を行っていた、3件のマンションは3.2入
居実態－コミュニティ活動の担い手で述べた管理
組合がコミュニティ活動を行っているマンション
となっている。また、他のヒアリング調査の中で
竣工後5年以上たっているがコミュニティ活動が
全く行われていないことについて危機感を持ち、
このようなコミュニティ活動の外部委託に興味を
示す理事長もいた。今後は竣工後の経過年数な
ど、どのような条件が揃えばコミュニティ活動の
外部委託がうまくいくかなど、引き続き調査して
いきたい。
3.5　理事長のコミュニティ活動に対する関心
Fig.	8は、「入居者同士のご近所付き合いは活発
だ」「入居者同士のご近所付き合いをもっと増やす
べきだ」の問いに対する回答である。現状のご近
所付き合い、つまりコミュニティ活動については
不足していると感じている回答が多く、今後入居
者同士のご近所付き合いを増やす必要があると考
えている理事長が多いことが分かった。
次に「日頃のご近所付き合いが非常時に役立つ」
といった問いに対しては否定的な回答はなく、多
くのマンションでコミュニティの重要性を認識し
ていることが明らかとなった。また「マンション
住民はもっと管理組合運営に関わるべきである」
の問いには約7割のマンションが「とてもそう思
う」「まあそう思う」と答えており、住民の管理組
合運営への関わりについて不満を抱えている理事
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長が多いという結果がでた。
また、「管理組合の仕事のうち管理会社に委託
できるものはなるべく委託したほうがいい」の問
いに対しては半数以上が「とてもそう思う」「まあ
そう思う」と肯定的に答えている。一方で、「マン
ション内のコミュニティ形成の手伝いを外部に委
託してもよい」の問いに対して約4割が否定的な意
見を持っており、日常的に付き合いのある管理会
社に対する業務の委託についてはハードルが低
いものの、入居が開始した後でマンション内のコ
ミュニティを新たな外部企業に委託することへの
住民合意のハードルは高いことが明らかとなった。
3.6　相関分析
アンケートの返信があった52事例のうち、分譲
時のパンフレットを入手できた20事例について、
マンションのコミュニティ活動が活発であるため
の条件を探るための相関分析を行った。
Fig. 9　理事長のコミュニティ活動への関心と
マンションのコミュニティ活動実態との相関分析
まず、マンションのコミュニティ活動が活発で
あることと、現状のコミュニティへの満足度には
強い正の相関（r=.663**）が見られたことから、コ
ミュニティ活動が活発であればコミュニティへの
満足度も向上することが明らかとなった。
また、コミュニティ活動が活発であるとの認識
と、コミュニティ活動の実施数（r=.715**）及び共
用施設の利用頻度（r=.534*）に正の相関関係があ
りマンションのコミュニティ活動が共用施設を核
に行われていることが明らかとなった。
Fig. 8　理事長のコミュニティへの関心（n=52）
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次にコミュニティ活動が活発なマンションの意
識を見ていく。コミュニティ活動が活発であるマ
ンションではコミュニティ活動が非常時に役に立
つとの意識が高いことが分かった（r=.627**）。ま
た入居者同士のコミュニティ活動をもっと増や
すべきとの意識（r=.554*）や入居者が管理組合の
運営に関わるべきだとの意識（r=458*）も高く、コ
ミュニティ活動が活発なマンションではコミュニ
ティ活動の重要性に対する意識が高く、自らのコ
ミュニティに対する危機意識も高いことが明らか
となった。
また、コミュニティ活動が活発なマンションで
は管理会社に委託できる仕事はもっと委託するべ
きである（r=.475*）、マンションのコミュニティ
活動を外部に委託してもいい（r=.604**）といった
外部への業務委託についても全体傾向に反して前
向きな傾向が見られた。コミュニティ活動が活発
なマンションでは、コミュニティ活動を継続して
行うための仕組みづくりにも前向きであると言え
る。一方で、理事長のコミュニティ活動の外部へ
の委託志向と管理組合総会への参加率には強い負
の相関関係（r=-.601**）があり住民がマンションの
管理運営に十分に関われていないマンション程理
事長が疲弊し外部への委託を求めているというこ
とが分かった。
さらに自らのコミュニティへの満足度を下げて	
いる大きな要因が賃貸率である（r=-.818**）。賃貸率
が上がると、入居者同士のコミュニティ活動をもっ
と増やすべきだ（r=.-465*）といったコミュニティに
対する取り組み意識の低下や、管理会社に委託で
きる仕事はもっと委託するべきである（r=-.643**）と
いった業務の外部委託への意識への低下につな
がっている。賃貸率が上がると総会に出席する区
分所有者の中に居住していない者が増えコミュニ
ティに対する危機感等が共有されにくいからであ
ると考える。
4．考察
本調査から、①入居後のコミュニティ活動は主
に住民発案により入居後に行われていること②デ
ベロッパーが多種多様な共用施設を企画している
のに対して実際のコミュニティ活動は殆どが集会
施設で行われておりデベロッパーの企画と実際の
コミュニティ活動に乖離があること③一部の共用施
設やコミュニティ活動は竣工後その一部が外部へ
開放されていること④コミュニティ活動が活発であ
るとコミュニティの満足度に繋がること⑤コミュニ
ティの満足度と賃貸率には負の相関関係があるこ
と⑥管理組合の多くが自治会にコミュニティ活動を
委ねている一方で管理組合からコミュニティ活動
の運営会社や自治会への業務委託など新たな手法
がみられること、の6点が明らかとなった。以下考
察を述べていく。
4.1　コミュニティの展開と課題
4.1.1　共用施設・コミュニティ活動の地域利用
本調査から共用施設やコミュニティ活動を地
域へ開放している分譲マンションが一部見られ
た。同一の地域に、「温浴施設があるマンション」
「スポーツ施設が豊富なマンション」などそれぞ
れ特色のあるマンションが建設されており、そ
れぞれのマンション住民が知り合いの居住者を
伝って共用施設の相互利用を行っているなどの
現象もみられた。この傾向が進むことで、共用
施設が分譲マンションの住民のみならず地域住
民にとってもコミュニティ活動の場となる可能
性があるのではないだろうか。
4.1.2　賃貸率とコミュニティ活動
一方で賃貸率が高くなると理事長のコミュニティ
活動に対する意欲や、コミュニティの満足感の低
下に繋がることが明らかとなった。この問題の背景
には、管理組合の構成員は分譲マンションの区分
所有者に限られており、賃貸での入居者は自らに
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利害関係がある場合を除いて管理組合運営に参加
できないことや、共用施設の利用などに制限がか
けられる場合があることなどが挙げられる。賃貸
入居者の中には近年の働き方の多様化によって支
払い能力はあるものの住宅融資が受けられないた
めに賃貸で入居せざるをえず、コミュニティ活動に
関心があるにも関わらず参加できていない人もいる
可能性がある。賃貸での入居者もオーナーへの賃
料の支払いを通じて管理費を間接的に納めており、
自らが住まうコミュニティの運営に関して発言する
権利を与えるべきであり管理組合やコミュニティ活
動について他の区分所有者と同じように参加でき
る仕組みづくりが必要であろう。また、賃貸での入
居者が管理組合運営やコミュニティ活動に関わる
ことは、近年問題となっている管理組合の役員の
なり手不足にも対応できると考える。
4.1.3　コミュニティ活動の担い手
分譲マンションには管理組合という組織はある
ものの、実態としては多くのマンションで自治会
がコミュニティ活動を担っていることが本調査か
ら明らかとなった（Fig.	10）。本調査から、分譲
マンションにおけるコミュニティ活動の担い手と
して①管理組合②自治会③管理組合とコミュニ
ティ活動の運営会社④管理組合から自治会への業
務委託の4つのパターンが明らかとなった。以下、
それぞれのメリット・デメリットを述べていく
（Table	5）。
管理組合がコミュニティ活動の担い手となるに
は資産の維持・管理を行うために徴収した管理費
をコミュニティ活動のために使うことを区分所有
者が納得したうえで管理組合の総会での決議を
得る煩雑な手続きを経なければならず機動性に
欠ける。運営会社とセットにした場合は、費用
はかかるものの、理事会の負担を減らすことが
できる。また、コミュニティ活動の外部委託がデ
ベロッパーによって企画されていたマンションで
は、特に住民からの反対もなく管理組合がコミュ
ニティ活動の担い手として様々なコミュニティ活
動を行っていることが明らかとなった。コミュニ
ティ活動の外部運営については長期的に頼るもの
ではなく、コミュニティ活動のきっかけづくりの
段階で管理組合の負担を減らすために効果的な施
策であると考える。スムーズに導入するためには
販売の時点で企画に織り込んでおく必要があるだ
ろう。
また、管理組合から自治会への業務委託の手法
は、区分所有者・賃貸入居者ともコミュニティ活
動の参加・参画でき、活動費用も安定するといっ
た観点から優れた手法であるが、管理組合から費
用を支出する以上、総会等の決議を得る必要があ
ることに変わりはない。
一方多くのマンションが採用している自治会は
任意加入の団体であり、参加者が多ければ多いほ
どよいコミュニティ活動の土壌としては強制力が
弱い。ヒアリング調査の中では、300戸を超える
大規模マンションであるにも関わらず、自治会と
の折衝を担当する理事しか自治会に加入していな
いマンションもあった。
2016年の改正により、国土交通省が示している
標準管理規約から、第27条十項、第32条十五号等
のいわゆるコミュニティ条項が削除された背景に
も、既に管理費からコミュニティ活動費を支出す
る訴訟が起きていることからの法的リスクの回避
があげられる。この流れによって、マンションの
コミュニティ活動の担い手として自治会が選ばれ
る機会はますます増えていくであろう。しかしな
がら、地域のコミュニティ活動の一部である自治
会の活動が、マンション自体のコミュニティ強化
に結びついているのかについては、検証が必要で
ある。
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Fig. 10　管理組合をとりまく環境
Table 5　担い手のメリット・デメリット
コミュニティ活動の担い手 メリット デメリット
①管理組合
・区分所有者は全員強制加入
・活動費用の徴収が容易
・賃貸入居者が参加しにくい
・ 活動費用の支出に承認が必要
②自治会
・活動費用の支出が容易
・ 子ども会・婦人会など下部組
織と連携
・加入を強制できない
③管理組合＋運営会社
・きっかけづくりには良い
・理事会の負担軽減
・ 費用が高額（戸あたり500 円
程度）
・活動の支出に承認が必要
④ 管理組合から自治会へ
業務委託
・ 区分所有者 / 賃貸入居者とも
コミュニティ活動に参加できる
・活動の支出に承認が必要
4.2　コミュニティ活動とデベロッパー
本調査の結果から、分譲マンションの住民はデ
ベロッパーが設置した共用施設を用いて住民発意
のコミュニティ活動を多く生み出し、またその活
動の場として特に集会施設が用いられていること
が明らかとなった。以上から、コミュニティ活動
に対してデベロッパーがどのように寄与できるか
考察していく。まず、共用施設の設置について
は、現在競うようにして多種多様な共用施設が供
給されているものの実際にコミュニティ活動の場
として機能しているのは主に集会施設であること
から、集会施設の十分な面積を確保した上で他の
魅力付けのための共用施設を設置していくべきで
あろう。また、特定の用途でしか使用できない共
用施設については提供できるソフトサービスが限
定されてしまうため、多目的に活用できる共用施
設を供給していくことでコミュニティ活動の活性
化につながると考えられる。次に共用施設で行わ
れるコミュニティ活動については、入居後住民発
案で多彩なものが実施されており、デベロッパー
が過度に設定、管理組合に引き継ぐことは住民の
自主性を奪い、またコミュニティ活動を維持する
ために負担をかけてしまう恐れがある。一方でど
のようなコミュニティ活動を行えばよいか悩んで
いるマンションも多い。本アンケート調査の中で
は「他のマンションの理事長と意見交換する場な
どが欲しい」といったコメントも見られた。デベ
ロッパーはコミュニティ活動について住民の自主
性を尊重しながら、自らが供給する他のマンショ
ンでのソフトサービスを紹介するなどサポートし
ていくべきである。
以上からデベロッパーは、コミュニティ活動が
行える柔軟な場づくりとそこで行われるソフト
サービスのマンション間での共有化を行うことで
コミュニティ活動に対して寄与できると考える。
5．今後の課題と展望
本調査では300戸以上の大規模マンションに
限って調査を行ったが実際には小規模なマンショ
ンでは共用施設数も入居者数も少なくコミュニ
ティ活動がより困難な環境にあり今後調査が必要
であると考える。また、マンションの竣工後の経
過年によって必要になるコミュニティ活動の種類
も変わっていくと考えられるため、今後も引き続
き調査を行っていく。
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